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地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業）交付要綱 別紙２－１ 

 
第１ 標準事業（ハード事業）における交付対象事業の取扱い 

 １ 交付対象事業の１件の取扱いについては、次による。 
（１）建築物等のように個別の施設として明確なものについては、それぞれ１件とする。 

（２）その性格上、数種類の施設を一括して整備する必要のある事業（例えば、海水浴場施設とし
て、監視塔、駐車場、脱衣場、便所等の施設を一括して整備する場合）については、それらをまとめ

て１件とする。 
（３）市町村の総合計画等に基づき、一体的に整備する複数の施設整備事業は、それらをまとめて

１件とみなすことができる。 

     なお、一体的とは、計画に基づき、計画的・一体的に実施されるとともに、予算上も一体的に取り
扱われているものをいう。 

 ２ 付帯設備については、博物館の展示工事、図書館の書架、体育館の固定式運動器具等本体工事ととも

に施工する、その施設の利用目的に沿うものは交付対象とすることができる。 
 ３ 改修事業については、既存施設の増築や改築において、新しい機能を附加し、あるいは、構造を大き

く変えるものは対象とする。ただし､単なる床、壁等の張替え、施設内の照明施設の取替え等、維持補
修程度の事業は対象としない。 

   なお、改修事業に伴う設備整備事業(施設本体に直接設置(固定)されるものに限る。)についても対象
とすることができる。 

 ４ 次の表の左欄に掲げる事業については原則として交付対象外とするが、同表の右欄に掲げる事業に 
ついては対象とすることができる。 

対象外事業 例外的に対象とすることができる事業 

（１）国又は道の他の補助金等
の交付対象となる事業 

 

ア 国庫補助等対象部分と対象外部分を明確に区分できる事業（当
該対象外部分を交付対象とする。） 

イ 文化財保存整備事業（「文化財保存事業費関係国庫補助実施要

領」の別表で規定する文化財保存整備に係る各補助要項で定める
国庫補助を受けて行う事業） 

（２）地方財政法施行令（昭和 23

年政令第 267号）第 46条に
規定する公営企業等独立採

算を原則とする事業 

 

ア 診療所整備事業 

イ 診療所医療機器整備事業 
ウ 医師用住宅整備事業 

エ 過疎対策等のために行う施設整備事業（スキーリフト、宿泊研
修施設等）のうち、料金収入等による独立採算が困難と見込まれ
る施設の整備事業 

オ 新エネルギー等開発利用施設整備事業のうち、経営に伴う収入
をもって設置に要する経費を賄うことが極めて困難であると認め
られる事業 

カ 産業活性化支援施設整備事業 

（３）維持補修事業 

 

ア 施設整備を完了した翌年から起算して 10 年以上が経過してお

り、地域住民が幅広く利用する施設で、別記第１号様式附表６の
「施設の長寿命化に資する維持管理計画」に沿って、予防的に実

施される事業（施設本体に直接設置（固定）される設備整備事業

を含む。） 
イ 移住促進施設整備事業における既存施設の補修事業 
ウ 医師用住宅整備事業における既存施設の補修事業 
エ 地域防災力強化事業（避難施設整備事業）における新たな避難

所機能を付与する事業 

（４）他の団体等に補助する事業 

 

市町村が補助する次に掲げる事業 
ア 文化財保存整備事業 
イ 移住促進施設整備事業 
ウ テレビ難視聴解消施設整備事業 

エ 複数の市町村が共同で設置する施設整備事業に係る構成市町村
の負担金事業 

オ 農業振興施設等整備事業 

カ 漁業振興設備等整備事業 
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キ 産業活性化支援施設整備事業 

（５）公共用地先行取得事業 － 

（６）庁舎等の公用施設や交付
金の趣旨に合致しない普通
財産の整備事業 

 地域防災力強化事業（避難施設整備事業）における新たな避難所
機能を付与する事業 

（７）その他局長が不適当と認

める事業 

－ 

 
第２ 標準事業（ソフト事業）における交付対象事業の取扱い 

  １ 対象事業の内容は、次のとおりとする。 

（１）イベント開催事業 
（２）広報普及事業 

（３）人材育成事業 
（４）調査研究事業 

（５）計画策定事業（事業主体が市町村の場合は、複数の市町村が共同で実施する事業に限る。） 

（６）局長が特に必要と認める事業 
 ２ 次の表の左欄に掲げる事業については原則として交付対象外とするが、同表の右欄に掲げる事業に 
  ついては対象とすることができる。 

 

対象外事業 例外的に対象とすることができる事業 

（１）国又は道の他の補助金等
の交付対象となる事業 

－ 

（２）地方財政法施行令（昭和 23

年政令第 267号）第 46条に規
定する公営企業等独立採算を

原則とする事業 

－ 

 

（３）専ら団体構成員のみを対象
とする事業 

 公益性が高いと認められる事業（視察､研修・大会の開催､サークル
活動などを除く。） 

（４）事業主体の経費負担のない
事業 

 参加負担金や入場料等の収入については、事業主体の経費負担（自
己財源）とみなすことができ、これに該当する事業 

（５）専ら事業主体の維持運営
を目的とする事業 

－ 

（６）他の団体等に補助する事業 

 

ア 市町村が補助する道央連携地域政策展開方針(以下「展開方針」
という。)における地域が重点的に進めるプロジェクトの推進に資

する公共的な事業 
イ 地域防災力強化事業（自主防災組織創設・活性化事業に限る。） 

（７）営利を目的とする事業 － 

（８）施設の維持管理を目的と

する事業 

－ 

（９）生活の維持に係る経費に
対する個人への助成や個人の
負担軽減を目的とする事業 

－ 

 

（10）その他局長が不適当と認め
る事業 

－ 
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地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業）交付要綱 別紙２－２ 

 

第１ 標準事業（ハード事業）における交付対象経費の取扱い 

次の表の左欄に掲げる経費については原則として交付対象外とするが、同表の右欄に掲げる経

費については対象とすることができる。 

対象外経費 例外的に対象とすることができる経費 

１ 事務費、調査費及び設

計監督費 

 地盤調査及び設計監督の外部委託費 

２ 施設撤去費  別紙２－１の第１の３で対象とする改修事業に関連して必然的

に発生し、整備する施設の工事に直接関わる経費 

３ 造成費（整地費を含

む。） 

 グランド又は公園等の整備事業において、事業の本体的な部分と

なっている造成費 

４ 用地取得費 

 

－ 

５ 備品購入費 (1) 医療機器、テレビ難視聴解消施設の送受信機器、農業振興施設

等整備事業及び漁業振興設備等整備事業で購入する備品であっ

て、単価が 20万円以上のもの 

(2) 建設事業と一体として整備される備品で建設される施設等と

一体不可分な機能を有するものの購入費（単価が 20 万円以上で

あって、かつ耐用年数が５年以上のものに限る。） 

６ その他局長が不適当と

認める経費 

－ 

 

第２ 標準事業（ソフト事業）における交付対象経費の取扱い 

次の表の左欄に掲げる経費については原則として交付対象外とするが、同表の右欄に掲げる経

費については対象とすることができる。 

対象外経費 例外的に対象とすることができる経費 

１ 賃金及び職員費  ソフト系事業の実施に必要不可欠な人員等を一時的に雇用する

ために要する経費 

２ 食糧費 － 

３ 備品購入費 (1) 事業の実施に必要不可欠な備品に要する経費と認められる場

合（当該事業の交付対象経費の５分の１を限度とする。） 

(2) 地域防災力強化事業（防災備蓄計画等に基づく備蓄品・備品購

入事業及び自主防災組織創設・活性化事業に限る。）における備

品購入費 

(3) 権限移譲推進事業における備品購入費 

４ 用地取得費 － 

５ 工事請負費  事業に直接要する経費で最低限必要と認められる場合（既存施設

の改装経費で、単なる維持補修を目的とするものを除く。） 

６ その他局長が不適当と

認める経費 

－ 
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地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業）交付要綱 別紙２－３ 

 

第１ 標準事業における交付金の限度額に係る取扱い 

 １ ハード事業 

（１）別紙２－１の第１の３に定める改修事業及び別紙２－１の第１の４の表の（３）に定める予

防的に実施される事業については、下限額を 250 万円とする。 

（２）全道的規模で、かつ、広域的に利活用される施設のうち、特に規模の大きなものは、局長が

特に必要と認める事業に限り、上限額を適用しないことができる。 

（３）局長が地域の実情や事業の内容などを勘案し、特に必要と認める事業については、下限額

を適用しないことができる。 

 ２ ソフト事業 

（１）別紙２－１の第２の２の表の（６）に定める他の団体等に補助する事業のうち、同表の右欄

に掲げる事業については、上限額を 300万円とし、下限額を 10万円とする。 

（２）局長が地域の実情や事業の内容などを勘案し、特に必要と認める事業については、下限額

を適用しないことができる。 

（３）第２の２の（６）の規定により交付金を加算する場合は、別紙１-１から１-５に定める上

限額に、当該加算額を加えた額を上限額とする。 

   

第２ 標準事業における交付金の算定に係る取扱い 

 １ ハード事業 

（１）交付税措置のある地方債を利用する事業については、当該地方債を限度額まで充当したも

のとして、交付対象経費から交付対象経費に係る当該地方債の額を控除した額に２分の１を

乗じて交付金額を算出するものとする。ただし、過疎対策事業債又は辺地対策事業債を利用

する事業については、交付対象経費から交付対象経費に係る当該地方債の額を控除した額に

２分の１を乗じて得た額の範囲以内（その額が交付金の上限額を超える場合には上限額とし、

交付対象経費の 12.5 パーセントを超えることはできない。）で交付できることとする（当該

事業の財源としている負担金に交付税措置のある地方債を利用している事業についても同様

とする。）。 

（２）別紙２－１の第１の４の表の（４）に定める他の団体等に補助する事業のうち、同表の右欄

に掲げる事業については、事業実施主体が行う事業に要する経費をもって交付対象経費を算

出し、交付金額を算定するものとし、そのうち、同表のア、イ及びウに掲げる事業については

別紙１によるものとする。 

（３）交付対象事業に対する寄附金など、特定財源として扱う寄附金等がある場合には、交付対

象経費から当該寄附金等の額を控除して交付金額を算定するものとする。ただし、交付対象

事業が地域再生法（平成 17 年法律第 24 号）第５条第４項第２号に規定するまち・ひと・し

ごと創生寄附活用事業である場合、当該事業を実施するために法人から受けた寄附金につい

ては、交付対象経費から控除せずに交付金額を算定するものとし、当該寄附金のうち交付対

象経費に充当される額が、交付対象経費に２分の１を乗じて得た額を上回る場合は、交付対

象経費から当該寄附金額のうち交付対象経費に充当される額を控除した額を限度（その額が

交付金の上限額を超える場合には上限額とする。）として、交付金額を算定するものとする。 

 ２ ソフト事業 

（１）別紙２－１の第２の２の表の（４）に定める事業主体の経費負担のない事業で、同表の右欄に

掲げる事業の参加負担金や入場料等の収入については、その全額を事業主体の経費負担（自

己財源）として算定するものとする。 

（２）（１）に掲げる事業主体の経費負担(自己財源)のうち交付対象経費に充当される額が交付対

象経費に２分の１を乗じて得た額を上回る場合には､交付対象経費から当該事業主体の経費

負担(自己財源)のうち交付対象経費に充当される額を控除した額を限度(その額が交付金の

上限額を超える場合には上限額とする｡)として、交付金額を算定するものとする。 

（３）別紙２－１の第２の２の表の（６）に定める他の団体等に補助する事業のうち、同表の右欄に

掲げる事業については、市町村が補助する額の２分の１を限度（その額が交付金の上限額を

超える場合には上限額とする。）として、交付金額を算定するものとする。 

（４）交付税措置のある地方債を利用する事業については、当該地方債を限度額まで充当したも

のとして、交付対象経費から交付対象経費に係る当該地方債の額を控除した額に２分の１を
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乗じて交付金額を算出するものとする。ただし、過疎対策事業債を利用する事業については、

交付対象経費から交付対象経費に係る当該地方債の額を控除した額に２分の１を乗じて得た

額の範囲内（その額が交付金の上限額を超える場合には上限額とし、交付対象経費の 12.5 パ

ーセントを超えることはできない。）で交付できることとする（当該地方債で積み立てた基金

を取り崩して実施する事業及び当該事業の財源としている負担金に過疎対策事業債を利用し

ている事業についても同様とする。）。 

（５）市町村、一部事務組合及び広域連合が実施する事業において、交付対象事業に使途を限定

して得た寄附金等がある場合には、交付対象経費から当該寄附金等の額を控除して交付金額

を算定するものとする。ただし、交付対象事業が地域再生法第５条第４項第２号に規定する

まち・ひと・しごと創生寄附活用事業である場合、当該事業を実施するために法人から受けた

寄附金については、交付対象経費から控除せずに交付金額を算定するものとし、当該寄附金

のうち交付対象経費に充当される額が、交付対象経費に２分の１を乗じて得た額を上回る場

合は、交付対象経費から当該寄附金額のうち交付対象経費に充当される額を控除した額を限

度（その額が交付金の上限額を超える場合には上限額とする。）として、交付金額を算定する

ものとする。 

（６）地域再生法第 13条第１項に基づき、国が交付する地方創生推進交付金の交付を受けて事業

（先駆タイプに限る）を実施する市町村、一部事務組合又は広域連合が、同年度に地域づくり

総合交付金（地域づくり推進事業）の交付を受けて事業を実施する場合、当該地域づくり総合

交付金の交付を受けて実施する事業が、地方創生推進交付金の交付を受けて実施する事業と

関連させて実施することにより、特に地域創生に資すると局長が認めるものについては、１

事業に限り、交付要綱第３により算定した額に加算して交付金額を算定することができる。 

この場合、加算できる額は、当該地方創生交付金の交付額に 10分の１を乗じて得た額と、

交付要綱第３に基づき算定した額（その額が交付金の上限額を超える場合には上限額とす

る。）に２分の１を乗じて得た額を比較して少ない方の額を上限とする。 
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地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業）交付要綱 別紙２－４ 

 

第１ 各事業区分における標準事業により生じる財産の取扱い 

１ 交付対象事業により取得し、又は効用の増加した財産については、局長の承認を受けないで   

この交付金の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は廃

棄してはならない。 

ただし、対象事業に係る交付金の全額に相当する額を道に納付した場合又は減価償却資産の

耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号。以下「大蔵省令」という。）で定める耐

用年数（以下「耐用年数」という。）（当該耐用年数が 10 年を超える場合は 10 年。）を経過し

た場合はこの限りではない。 

２ １の本文に定める承認を受けようとするときは、別記第 130 号様式により局長に申請しなけ

ればならない。 

３ 交付対象事業により取得し、又は効用の増加した財産のうち、その年数が 10 年を超え、かつ、

耐用年数を経過していない施設又は設備（以下｢施設等｣という｡）を処分しようとするときは、

処分前に別記第 131 号様式により局長に報告しなければならない。 

４ 交付対象事業により取得し、又は効用の増加した財産を処分した場合においては、９に定める

財産処分納付金の全部又は一部を道に納付させることがある。 

   ただし、次に掲げる財産処分の場合は、この限りではない。  

（１）地方公共団体が行う財産処分 

ア 道路の拡張整備等の所有者の責に帰さない事情等によるやむを得ない取壊し又は廃棄（以

下「取壊し等」という。）（相当の補償を得ている場合を除く。） 

イ 取得年数が 10 年を超え、かつ、耐用年数を経過していない施設等について、地方公共団体

が、近年における急速な少子高齢化の進展、産業構造の変化等の社会経済情勢の変化に対応

するため又は既存ストックを効率的に活用した地域活性化を図るためとの判断の下に行う財

産処分（有償譲渡及び有償貸付を除く。） 

ウ 災害若しくは火災により使用できなくなった施設等又は立地上若しくは構造上危険な状態

にある施設等の取壊し等 

エ 取得年数が 10 年を超え、かつ、耐用年数を経過していない施設等について、老朽化により

代替施設等を整備する場合の取壊し等 

オ その他局長が、財産処分納付金の納付の必要がないと特に認める場合 

（２）地方公共団体以外の者が行う財産処分 

ア 取得年数が 10 年を超え、かつ、耐用年数を経過していない施設等について、国又は道所管

の補助金等の対象となる事業など、局長が個別に認める事業を実施するために、転用（所有

者の変更を伴わない目的外使用。以下同じ。）、無償譲渡、無償貸付、交換又は取壊し等を

行う場合 

イ 取得年数が 10 年を超え、かつ、耐用年数を経過していない施設等について、国又は地方公

共団体への無償譲渡又は無償貸付を行う場合 

ウ 道路の拡張整備等の設置者の責に帰さない事情等によるやむを得ない取壊し等（相当の補

償を得ている場合を除く。） 

エ 災害若しくは火災により使用できなくなった施設等又は立地上若しくは構造上危険な状態

にある施設等の取壊し等 

オ 取得年数が 10 年を超え、かつ、耐用年数を経過していない施設等について、老朽化により

代替施設を整備する場合の取壊し等 

５ ３に定める報告において、記載事項の不備等必要な要件が具備されていない場合は、４のただ

し書の規定は適用しないことがある。 

６ 地方公共団体以外の者が行う財産処分（財産処分納付金を納付した場合を除く）で、処分後の

財産について再処分を行う場合は、耐用年数を経過していない当該財産については、第１に定め

る各規定に基づき同様の手続を行うものとする。この場合、交付目的のために使用した期間と財

産処分後に使用した期間とを通算した期間を経過年数とみなす。なお、譲渡により所有者に変更

があった場合の申請手続については、財産処分後の所有者が当該手続を行うものとする。 

７ 担保に供する処分については､局長が適当であると認めた場合に限り､抵当権が実行に移され

る際に財産処分納付金の納付を行うことを条件として承認するものとする。 
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８ ７に定める承認に際しては、申請者に対し、財務状況や抵当権設定後の返済計画等、抵当権が

実行された場合の財産処分納付金の納付の確実な履行を証明できる資料を求めるものとする。 

９ 財産処分納付金の額 

（１）有償譲渡又は有償貸付の場合 

譲渡額又は貸付額（貸付期間にわたる貸付額の合計の予定額）に、交付対象経費に対する交

付金額の割合を乗じて得た額（財産処分納付金額の上限額は、処分する施設等に係る交付金額

とする。）。ただし､その譲渡額又は貸付額が評価額（不動産鑑定額又は残存簿価（減価償却

後の額）をいう。）に比して著しく低価である場合には、評価額とする。 

（２）（１）以外の場合 

残存年数納付金額（処分する施設等に係る交付金額に、耐用年数に対する残存年数（耐用年

数から経過年数を差し引いた年数をいう。）又は貸付年数（耐用年数内の期間に限る。）の割

合を乗じて得た額をいう。）。なお、担保に供する処分につき、抵当権が実行に移された際の

財産処分納付金の額は、有償譲渡の場合の算定方法によるものとする。 

10 各事業区分における標準事業の実施により生じる 50 万円未満の財産処分については、１の規

定にかかわらず、局長の承認があったものとして取り扱うものとする。 

11 10 に定める財産処分によって収入があった場合、４の本文の規定は適用しないものとする。 

 
第２ 地域振興事業（デジタルチャレンジ推進事業及び集落維持・活性化促進事業）により生じる財

産の取扱い 

第１の規定を準用する。 

 
第３ 保健福祉事業（福祉振興・介護保険基盤整備事業）により生じる財産の取扱い 

第１の規定を準用する。この場合において、処分を制限する財産は、交付対象事業により、取得

し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに取得価格又は効用の増加した価格が１件につ

き 50 万円以上の機械及び器具とする。 

  
第４ 産業振興事業（地域産業基盤整備事業）により生じる財産の取扱い 

 １ 小規模土地改良事業 

 （１）この場合において、処分を制限する財産は、交付対象事業により、取得し、又は効用の増加

した不動産及びその従物並びに取得価格又は効用の増加した価格が１件につき 50 万円以上の

機械、器具及び物品とする。 

（２）（１）に定める財産については、局長の承認を受けないでこの交付金の目的に反して使用し、

譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は廃棄してはならない。ただし、対象

事業に係る交付金の全額に相当する額を道に納付した場合又は大蔵省令で定める耐用年数（10

年を限度とする。）を経過した場合はこの限りではない。 

（３）（２）の承認を受けようとするときは、別記第 132 号様式を提出し、局長の承認を得るもの

とする。 

（４）局長は、（３）について承認又は不承認するときには、別記第 133 号様式で交付事業者に通

知するものとする。 

（５）交付対象事業が完了し、又は中止若しくは廃止した場合において、当該事業により取得した

残存物件（事業の遂行手段として用いられ、残存している機械、器具、仮設物、材料等の物件）

を処分しようとするときは、別記第 135 号様式に関係書類を添付の上、局長に申請を行うもの

とする。 

（６）局長は、（５）について承認又は不承認するときには、別記第 136 号様式で交付事業者に通

知するものとする。 

 ２ 小規模林道整備事業 

（１）この場合において、処分を制限する財産は、交付対象事業により、取得し、又は効用の増加

した不動産及びその従物並びに取得価格又は効用の増加した価格が１件につき 50 万円以上の

機械及び器具とする。 

（２）（１）に定める財産については、局長の承認を受けないでこの交付金の目的に反して使用し、

譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は廃棄してはならない。ただし、対象

事業に係る交付金の全額に相当する額を道に納付した場合又は大蔵省令で定める耐用年数（当

該耐用年数が 10 年を超える場合は 10 年）を経過した場合はこの限りではない。 
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（３）交付金交付の年度の翌年度から起算して８年以内に、当該林道、施設の全部若しくは一部を

転用若しくは用途変更しようとするとき、又は交付目的を達成することが困難と思慮すると

きは、あらかじめ局長の承認又は認定を受けなければならない。 

（４）交付事業者は、交付対象事業により開設又は整備した林道又は施設について、交付金を交付

した年度の翌年度から起算して８年経過後に、転用又は用途変更をしたときは、局長に報告す

るものとする。 

３ 小規模治山事業 

（１）この場合において、処分を制限する財産は、交付対象事業により、取得し、又は効用の増加

した営繕施設及び車両並びに取得価格又は効用の増加した価格が１件につき 50 万円以上の機

械及び器具とする。 

（２）（１）に定める財産については、局長の承認を受けないでこの交付金の目的に反して使用し、

譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は廃棄してはならない。ただし、対象

事業に係る交付金の全額に相当する額を道に納付した場合又は大蔵省令で定める耐用年数（当

該耐用年数が 10 年を超える場合は 10 年）を経過した場合はこの限りではない。 

４ 船揚場整備事業 

交付対象事業により取得し、又は効用の増加した財産については、局長の承認を受けないでこ

の交付金の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は廃棄

してはならない。ただし、対象事業に係る交付金の全額に相当する額を道に納付した場合又は大

蔵省令で定める耐用年数（当該耐用年数が 10 年を超える場合は 10 年）を経過した場合はこの限

りではない。 

 
第５ 環境生活事業（エゾシカ緊急対策事業）により生じる財産の取扱い 

第１の規定を準用する。 
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地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業）交付要綱 別紙２－５ 

 

第１ 交付事業における採択優先度の取扱い 

 １ 採択の優先度が高い事業 

（１）最も優先して採択する事業 

次に掲げる事業については、最も優先的に採択するものとして、予算の範囲内で原則として

要望額に対し同額で内示するものとし、市町村、一部事務組合及び広域連合、複数の市町村で

構成する協議会等が実施する事業で知事が特に必要と認める事業は、ソフト事業に限り交付上

限額及び交付下限額を適用しないことができる。 

対象事業 内容 

 地域創生に向けて取り組む事業  北海道創生総合戦略における重点戦略プロジェクトの

主要施策に資する事業で別に定めるもの 

 

（２）優先的に採択する事業 

ア ハード事業 

対象事業 内容（例） 

１ 地域創生に向けて取り組む事業  北海道創生総合戦略に掲げる取組の推進に資する事業 

２ 地域重点プロジェクト推進事業  展開方針における地域が重点的に進めるプロジェクト

の推進に資する事業 

３ 地域政策コラボ事業  地域政策推進事業と協働して実施する事業 

４ 広域的に連携する事業  複数の市町村が共同で実施する事業（施設の共同設置等） 

５ 地域防災力強化事業  地域の防災力・減災力を強化する事業 

６ 大規模災害からの復興計画に基

づく事業 

 大規模な災害に伴って策定された復興計画に位置づけ

られた事業 

７ 緊急性の高い事業  緊急に取り組む必要がある事業 

   

イ ソフト事業 

対象事業 内容（例） 

１ 地域創生に向けて取り組む事業  北海道創生総合戦略に掲げる取組の推進に資する事業

（（１)に掲げる事業を除く。） 

２ 地域重点プロジェクト推進事業  展開方針における地域が重点的に進めるプロジェクト

の推進に資する事業 

３ 地域政策コラボ事業  地域政策推進事業と協働して実施する事業 

４ 広域的に連携する事業 (ｱ) 複数の市町村が共同で実施する事業（振興局の区域

を越えて実施する事業を含む。） 

(ｲ) その他広域的な波及効果がある事業 

５ 地域政策推進事業等と連携して

実施する事業 

 振興局が実施する地域政策推進事業や地域産業雇用創

出事業と連携して実施する事業 

６ 多様な主体の連携を促進する事

業 

 局長が適当と認める者が実施する事業にあっては、市町

村が関与（財政支援又は人的支援等）をしている事業 

７ 地域防災力強化事業  地域の防災力・減災力を強化する事業 

８ 大規模災害からの復興計画に基

づく事業 

  大規模な災害に伴って策定された復興計画に位置付け

られた事業 

９ 「持続可能な開発目標（SDGs）」

の推進に取り組む事業 

 北海道ＳＤＧｓ推進ビジョンに基づき実施する事業 
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10 いぶり五大遺産の利活用の拡大

を促進する事業 

いぶり五大遺産（洞爺湖有珠山ジオパーク、縄文遺跡群、

アイヌ文化・ウポポイ、むかわ竜、炭鉄港）の利活用の拡

大促進に資する事業 

11 緊急性の高い事業  緊急に取り組む必要がある事業 

12 先駆性のある事業  先進的な事業､新しい発想･新たな工夫が採り入れられ

ている事業 

13 優位性のある事業  地域の特性（資源）や優位性が生かされている事業 

14 継続性のある事業  支援終了後の事業の継続的な実施や発展性､継続的な効

果が見込まれる事業 

  

 ２ 採択の優先度が低い事業 

（１）ハード事業  

対象事業 内容（例） 

１ 交付税措置のある地方債を利用

することができる事業 

 元利償還金に対する地方交付税措置のある地方債を利

用できる事業 

２ 振興局管内における公共施設の

整備水準が高い施設の整備事業  

ア 温泉保養施設整備事業 

イ パークゴルフ場等整備事業 

３ 同じ市町村に既に同様の施設が

あって、二つ目以上となる場合の施

設整備事業  

ア 公民館、コミュニティセンター、美術館等整備事業 

イ 体育施設等整備事業 

ウ 保育所等整備事業 

４ 市町村の一部区域の住民だけを

対象とする施設の整備事業  

ア 地区集会施設整備事業 

イ 地区後援等整備事業 

  

（２）ソフト事業 

対象事業 内容（例） 

１ 先駆性の低い事業  過去に採択された事業（他の総合振興局・振興局で採択

された事業を含む。）と同様の内容が大半を占める事業（３

年を限度とする継続採択事業は除く。） 

２ 事業主体の直接的関与が低い事業  事業内容の大半を委託する事業（ただし、広報宣伝事業、

情報システム及びインターネットに供するデーター作成

事業等の事業主体の直接的関与が高い事業を除く。） 

３ その他 ア 参加者の大半が団体構成員で占められる事業 

イ 団体構成員や参加者の旅費が事業費の大半を占める

事業 

ウ 主に鑑賞を目的とし、観客から入場料を徴収する事業 

 

 

 


